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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成21年５月28日に提出いたしました第37期(自 平成20年３月１日 至 平成21年２月28日)有価証券報

告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報

告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報
　　第５　経理の状況
　　　１　連結財務諸表等
　　　　(1)　連結財務諸表
　　　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　　　　　４　会計処理基準に関する事項
　　　　　　　(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　　　　　イ　有形固定資産
　　２　財務諸表等
　　　　(1)　財務諸表
　　　　　重要な会計方針
　　　　　　３　固定資産の減価償却の方法
　　　　　　　　　有形固定資産

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 

EDINET提出書類

株式会社パル(E03387)

訂正有価証券報告書

2/6



第一部【企業情報】

　第５　【経理の状況】

　１　【連結財務諸表等】

　　　(1)　【連結財務諸表】

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　　　４　会計処理基準に関する事項

　　　　　　(2)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　　　　　　イ　有形固定資産

（訂正前）

項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ　有形固定資産

　　定率法

ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法

イ　有形固定資産

同左

　 ― 　(追加情報)

　①　法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

規定する償却方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却しておりま

す。

　　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

　 　 ②　当連結会計年度より各有形固定

資産に対する減損損失累計額を当該

資産より直接控除し、その控除残高

を当該資産の金額として表示してお

ります。
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（訂正後）

項目
前連結会計年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当連結会計年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ　有形固定資産

　　定率法

ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法

イ　有形固定資産

同左

　 ― 　(追加情報)

　①　法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

規定する償却方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却しておりま

す。

　　なお、この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。

　 　 ②　当連結会計年度より各有形固定

資産に対する減損損失累計額を当該

資産より直接控除し、その控除残高

を当該資産の金額として表示してお

ります。なお、当連結会計年度の前連

結会計年度と同様の方法によった場

合の連結貸借対照表の表示について

は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　 6,693,669

減価償却累計額　　 △2,848,194

　　計　　　　　　　 3,845,475

機械装置及び運搬具　    18,963

減価償却累計額　　     △6,045

　　計　　　　　　　　　12,917

土地　　　　　　　　   818,734

減価償却累計額　　　  △13,897

　　計　　　　　　　　 804,837

その他　　　　　　　 　485,833

減価償却累計額　　　 △346,413　　

　　計　　　　　　　　 139,420
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　　２　【財務諸表等】

　　　　(1)　【財務諸表】

　　　　重要な会計方針

　　　　　　３　固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　有形固定資産

　

（訂正前）

項目
第36期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第37期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法

有形固定資産

同左

　 ― 　(追加情報)

①　法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に規定す

る償却方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

　 　 ②　当事業年度より各有形固定資産に

対する減損損失累計額を当該資産より

直接控除し、その控除残高を当該資産

の金額として表示しております。
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（訂正後）

項目
第36期

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

第37期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法

有形固定資産

同左

　 ― 　(追加情報)

①　法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に規定す

る償却方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度

より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

　 　 ②　当事業年度より各有形固定資産に

対する減損損失累計額を当該資産より

直接控除し、その控除残高を当該資産

の金額として表示しております。なお、

当事業年度の前事業年度と同様の方法

によった場合の貸借対照表の表示につ

いては以下のとおりであります。

建物　　　　　　　 　5,060,088

減価償却累計額  　 △1,907,254

　　計　　　　　　　 3,152,833

車両運搬具　　　　　   　9,975

減価償却累計額 　　 　 △1,386

　　計　　　　　　　　 　8,589

工具器具及び備品　　　  31,257

減価償却累計額　　　  △26,849

　　計　　　　　　　　　 4,408

土地　　　　　　　　   963,615
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